
「経営 口管理」の在留資格の明確化等について

出 入 国 在 留 管 理 庁

令 和 4年 10月 策 定
令 和 5年  4月 改訂

外国人が我が国において事業を起こし、又は既存の事業の経営又は管理に従事する場

合、その活動は 「経営
。管理」の在留資格に該当することとなりますが、この場合、そ

の前提 として、当該外国人が事業の経営又は管理に実質的に参画 していること、すなわ

ち、事業の運営に関する重要事項の決定、事業の執行又は監査の業務に従事する活動を

行っていることが必要 となります。また、同在留資格により本邦に上陸しようとする外

国人については、出入国管理及び難民認定法第 7条第 1項第 2号の基準を定める省令 (以

下 「上陸基準省令」とい う。)の 「経営・管理」の項に規定する事業所の確保 (存在)及
び事業規模等の要件を満た している必要があります。さらに、在留期間の更新許可申請

等においては、当該事業の経営・管理とい う在留活動を継続 して行 うことができるかと

い う観点からも審査を行っているほか、同在留資格で在留する外国人は、関係法令に従

って、事業者 としての義務を適切に履行する必要もあります。

これらを踏まえ、「経営・管理」に係る在留資格の決定等の運用の明確化及び透明性の

向上を図るため、これまで公表 してきた 「外国人経営者の在留資格基準の明確化につい

て」 (平成 17年策定 )、 「在留資格『経営・管理』の基準の明確化 (2名 以上の外国人
が共同で事業を経営する場合の取扱い)」 (平成 24年 3月 策定)及び 「地方公共団体が
企業支援を行 う場合における在留資格『経営 。管理』の取扱いについて」 (平成 30年 1
月)を取 りまとめ、下記の観点における在留資格 「経営・管理」に対する基本的な考え
方についてガイ ドラインを示すこととしたものです。

記

1 事業所の確保について
上陸基準省令の 「経営・管理」の項の 1号には、「事業を営むための事業所として使

用する施設が本邦に確保 されていること」又は 「事業を営むための事業所が本邦に存

在すること」とする基準が定められているところ、事業所については、総務省が定め

る日本標準産業分類一般原則第二項において、次のように規定されています。

○ 経済活動が単一の経営主体のもとにおいて一定の場所すなわち一区画を占めて行
われていること。

○ 財貨及びサービスの生産又は提供が、人及び設備を有 して、継続的に行われてい
ること。

以上の二点を満たしている場合には、上陸基準省令の 「事業所の確保 (存在 )」 に適

合 しているものと認められるところ、「経営・管理」の在留資格に係る活動については、

事業が継続的に運営されることが求められることから、月単位の短期間賃貸スペース

等を利用 した り、容易に処分可能な屋台等を利用 した りする場合には、上陸基準省令

の要件に適合 しているとは認められません。

出入国在留管理庁における上陸基準省令の 「経営 0管理」の項の 1号への適合性の
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判断においては、事業所が賃貸物件であることが一般的であるところ、当該物件に係

る賃貸借契約においてその使用 目的が事業用、店舗、事務所等事業 目的であることを

明らかにし、賃貸借契約者についても当該法人等の名義 とし、当該法人等による使用

であることを明確にすることが必要です。ベンチャー企業などとして起こされた企業

については、設立当初は規模が小さいことや少人数での事業運営が可能であること等

から、住居 としても使用 している施設を事業所 と定めて事業を行 う場合等があります

が、住居 として賃借 している物件の一部を使用して事業が運営されるような場合には、

住居 目的以外での使用を貸主が認めていること (事業所 として借主と当該法人の間で

転貸借 されることにつき、貸主が同意 していること。)、 借主も当該法人が事業所とし

て使用することを認めていること、当該法人が事業を行 う設備等を備えた事業 目的占

有の部屋を有 していること、当該物件に係る公共料金等の共用費用の支払に関する取

決めが明確になっていること及び看板類似の社会的標識を掲げていることを必要とし

ます。

なお、インキュベーター (経営ア ドバイス、企業運営に必要なビジネスサービス等

への橋渡 しを行 う団体・組織)が支援 している場合で、申請人から当該事業所に係る

使用承諾書等の提出があったときは、 (独 )日 本貿易振興機構 (JETRO)対 日投資
ビジネスサポー トセンター (IBSC)そ の他インキュベーションオフィス等の一時
的な住所又は事業所であって、起業支援を目的に一時的に事業用オフィスとして貸与

されているものの確保をもって、_L陸基準省令にある「事業所の確保 (存在 )」 の要件

に適合 しているものとして取 り扱 うこととします。

2名 以上の外国人が共同で事業を経営する場合の取扱いについて

共同で事業を起こした複数の外国人が、他に従業員がいない状況で、それぞれ役員

に就任するような場合は、それぞれの外国人が従事 しようとする具体的な活動の内容

から、その在留資格該当性及び上陸基準適合性を審査することとなります。

冒頭に述べたとお り、「経営・管理」の在留資格に該当するためには、当該外国人が

事業の経営又は管理に実質的に参画 していること、すなわち、事業の運営に関する重

要事項の決定、事業の執行又は監査の業務に従事する活動を行っていることが必要で

あり、役員に就任 しているとい うことだけでは、「経営・管理」の在留資格に該当する

ものとはいえません。

また、複数の外国人が事業の経営又は管理に従事するという場合、それぞれの外国

人の活動が「経営 。管理」の在留資格に該当するといえるためには、当該事業の規模、

業務量、売上等の状況を勘案 し、事業の経営又は管理を複数の外国人が行 う合理的な

理由があるものと認められる必要があります。

実際には、従事することとなる具体的な業務の内容、役員 として支払われることと

される報酬額等を勘案 し、これ らの外国人の行 う活動が経営又は管理に当たるもので

あるか否かを判断することとなります。

上記の考え方を更に具体化すると、 (1)事業の規模や業務量の状況を勘案 して、そ
れぞれの外国人が事業の経営又は管理を行 うことについて合理的な理由が認められる

こと、(2)事業の経営又は管理に係る業務について、それぞれの外国人ごとに従事す
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ることとなる業務の内容が明確になっていること、 (3)それぞれの外国人が経営又は
管理に係る業務の対価 として報酬額の支払いを受けることとなっていること等の条件

が満たされている場合には、それぞれの外国人全員について、「経営 。管理」の在留資

格に該当するとの判断が可能 といえます。

3 事業の継続性について
事業活動においては様々な要因で赤字決算 となり得るところ、当該事業の継続性に

ついては、今後の事業活動が確実に行われることが見込まれることが必要です。 しか

しながら、実際の場面においては、当該事業の経営・管理とい う在留活動を継続 して

行 うことができるかとい う観点から、赤字決算等が今後の事業活動の継続性に疑間を

生ぜ じめる場合があり得る反面、通常の企業活動の中でも、諸般の事情により赤字決

算となっていても、在留活動の継続性に支障はない場合も想定されます。

よって、事業の継続性については、単年度の決算状況を重視するのではなく、貸借

状況等も含めて総合的に判断することが必要であることから、直近二期の決算状況に

より次のとおり取 り扱 うこととします。

(1)直近期又は直近期前期において売上総利益がある場合
a 直近期末において欠損金がない場合
直近期において当期純利益があり同期末において剰余金がある場合には、事

業の継続性に問題はありません。また、直近期において当期純損失となったと

しても、売上総利益があることを前提 とし、乗」余金が減少 したのみで欠損金が

生じないものであれば、必ず しも、当該事業を継続する上で重大な影響を及ば

す とまでは認められないことから、この場合においても事業の継続性を認める

こととします。

したがって、直近期末において剰余金がある場合又は剰余金も欠損金もない

場合には、事業の継続性があると認めることとします。

b 直近期末において欠損金がある場合
(ア )直近期末において債務超過となっていない場合
事業計画、資金調達等の状況により、将来にわたって事業の継続が見込

まれる可能性を考慮 し、今後 1年間の事業計画書及び予想収益を示 した資

料の提出を求めることとし、事業が行われていることに疑義があるなどの

場合を除いて、原則 として事業の継続性があると認めます。ただし、当該

資料の内容によっては、中小企業診断士や公認会計士等の企業評価を行 う

能力を有すると認められる公的資格を有する第二者が評価を行った書面 (評

価の根拠 となる理由が記載されているものに限る。)の提出を更に求める場
合もあります。

(イ )直近期末において債務超過であるが、直近期前期末では債務超過となっ
ていない場合

債務超過 となった場合、一般的には企業 としての信用力が低下 し、事業

の存続が危ぶまれる状況 となっていることから、事業の継続性を認め難い

ものですが、債務超過が 1年以上継続 していない場合に限 り、 1年以内に
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具体的な改善 (債務超過の状態でなくなることをい う。)の見通 しがあるこ
とを前提 として事業の継続性を認めることとします。

具体的には、直近期末において債務超過ですが、直近期前期末では債務

超過 となっていない場合には、中小企業診断士や公認会計士等の企業評価

を行 う能力を有すると認められる公的資格を有する第二者が、改善の見通

し (1年以内に債務超過の状態でなくなることの見通 しを含む。)について

評価を行った書面 (評価の根拠 となる理由が記載されているものに限る。)

の提出を申請者に求めることとし、当該書面を参考として事業の継続性を

判断することとします。

(ウ )直近期末及び直近期前期末ともに債務超過である場合

債務超過 となって 1年以上経過 しても債務超過の状態でなくならなかっ

たときは、事業の存続について厳 しい財務状況が続いていること及び 1年

間での十分な改善がなされていないことから、原則として事業の継続性が

あるとは認められません。

ただし、新興企業 (設立 5年以内の国内非上場企業をいう。以下同じ。)
が独 自性のある技術やサービス、新 しいビジネスモデル等に基づき事業を

成長 させようとする場合、設立当初は赤字が続 くことも想定されます。そ

のため、新興企業については、以下の書類の提出を申請人に求めることと

し、これ ら提出書類の内容を踏まえた結果、債務超過 となっていることに

ついて合理的な理由があると判断される場合には、事業の継続性について

柔軟に判断することとします。

○ 中小企業診断士や公認会計士等の企業評価を行 う能力を有すると認
められる公的資格を有する第二者が、改善の見通 し (1年以内に債務

超過の状態でなくなることの見通 しを含む。)について評価を行った書
面 (評価の根拠 となる理由が記載されているものに限る。)

〇 投資家やベンチャーキャピタル、銀行等からの投融資、公的支援に
よる補助金や助成金等による資金調達に取 り組んでいることを示す書

類

○ 製品・サービスの開発や顧客基盤の拡大等に取 り組んでいることを
示す書類

(2)直近期及び直近期前期において共に売上総利益がない場合
企業の主たる業務において売上高が売上原価を下回るとい うことは、通常の企業

活動を行っているものとは認められず、仮に営業外損益、特別損益により利益を確

保 したとしても、それが本来の業務から生 じているものではありません。単期に特

別な事情から売上総利益がない場合があることも想定されるところ、二期連続 して

売上総利益がないとい うことは当該企業が主たる業務を継続的に行える能力を有 し

ているとは認められません。 したがって、この場合には原則 として事業の継続性が

あるとは認められません。

ただし、新興企業が独 自性のある技術やサービス、新 しいビジネスモデル等に基

づき事業を成長 させようとする場合、設立当初は赤字が続 くことも想定されます。
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そのため、新興企業については、以下の書類の提出を申請人に求めることとし、こ

れら提出書類の内容を踏まえた結果、売上総利益がない状態 となっていることにつ

いて合理的な理由があると判断される場合には、事業の継続性について柔軟に判断

することとします。

○ 中小企業診断士や公認会計士等の企業評価を行 う能力を有すると認められる
公的資格を有する第二者が、改善の見通 し (1年以内に売上総利益がない状態

でなくなることの見通 しを含むc)について評価を行った書面 (評価の根拠 とな

る理由が記載されているものに限る。)

○ 投資家やベンチャーキヤピタル、銀行等からの投融資、公的支援による補助
金や助成金等による資金調達に取 り組んでいることを示す書類 (十分な手元流

動性があるなど当面の資金調達の必要性がない場合は当該状況を示す書類 )

○ 製品・サービスの開発や顧客基盤の拡大等に取 り組んでいることを示す書類
※上記において主な用語の説明については以下のとお り

直近期 :直近の決算が確定している期

直近期前期 :直近期の一期前の期

売上総利益 (損失):純売上高から売上原価を控除した金額

剰余金 :法定準備金を含むすべての資本剰余金及び利益剰余金

欠損金 :期末未処理損失、繰越損失

債務超過 :負債 (債務)が資産 (財産)を上回った状態 (貸借対照表上の 「負債の

部」の合計が同表の 「資産の部」の合計を上回った状態のこと)

4 事業者としての義務の履行について
在留資格 「経営 。管理」で在留する外国人は、事業の運営を適正に行 うことが求め

られるところ、自らの運営する機関 (個人事業を含む。以下同じ。)が、次のとお り各

種公的義務の履行に関する法令を遵守する必要があります。

(1)租税関係法令を遵守していること
国税 (所得税、法人税等)及び地方税 (住民税等)を適切に納付 している必要が
あります。

納税義務の不履行により刑を受けている場合や、刑を受けていなくても高額の未

納や長期間の未納などが判明した場合等、納税義務を履行 していない場合には消極

的な要素として評価 されます。また、消費税の不正受還付等により重加算税賦課決

定処分があった機関については、行為の悪質性に鑑み、特に消極的な要素 として評

価されます。

(2)労働関係法令・社会保険関係法令を遵守していること
雇用する従業員 (アルバイ トを含む。以下同じ。)の労働条件が労働関係法令に適

合 していることが必要です。また、労働保険の適用事業所である場合は、当該保険

の加入手続を適正に行い、保険料を適切に納付 していることが求められます。その

他、健康保険及び厚生年金保険の適用事業所である場合には、当該保険の加入手続

を行っていること、及び雇用する従業員の健康保険及び厚生年金保険の資格取得手

続を行い、保険料を適切に納付していることが求められます。
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これ ら労働関係法令 。社会保険関係法令に適合 していないと認められる場合には

消極的な要素として評価 されます。

別紙 1 許可・不許可事例
別紙 2 地方公共団体が起業支援を行 う場合における在留資格 「経営・管理」の取扱い
について

別紙 2-1 概要
別紙 2-2 参考様式 「起業支援対象者の証明について」
別紙 2-3 参考様式 (記載例 )
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